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評価手法とツール
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東芝は，環境経営の視点から各種の評価手法とツールを活用して，環境調和型の製品開発及び生産に取り組んでいる。環境効
率指標 ファクターTを用いて，製品価値と製品ライフサイクルで発生する環境影響から算出する環境効率を改善していくことができ
る。これは，これまでハードウェア製品主体に適用を進めてきたが，現在は情報通信技術（ICT）などへ適用を広げている。また，
リユース事業シミュレータ LCSimluatorTMを用い，様々なシナリオに基づいてリユース事業の実現可能性を検討することができる。
更に，物質投入量推定手法 EMIOTTMを用いて，資材調達金額から事業活動に要する物質投入量を推定することができる。

Toshiba is promoting the development and manufacturing of environmentally conscious products from the perspective of environmentally 
conscious management using various evaluation methods and tools.     We have newly developed a number of evaluation methods and tools for this 
purpose.     These include Factor T, an indicator to evaluate and improve eco-efficiency; LCSimulatorTM, a life cycle simulator for feasibility studies 
on various reuse businesses; and EMIOTTM, that facilitates more reliable estimation of material inputs to a business based on material procurement 
data.     Factor T is an indicator expressing both the value of a product and its environmental impact throughout its whole life.     It has been applied to 
hardware products so far, although recently its application has also been extended to the field of information and communication technology (ICT).

環境経営は，今や製造業にとって必須課題の一つである。
企業の環境経営の立場には，環境規制対応や企業イメージの
低下防止のようなリスク対策というものから，新しい事業機会
の発見と実践，更に，持続可能な社会の実現に向けた変革を
社会的責任の一環として率先するという，より積極的なものま
で，様 な々ものがある。
製造業の中心課題は製品開発であることから，これまで東

芝は，ライフサイクルアセスメント（LCA）を中心とした環境調
和型設計のための手法とツールを開発し，実際の製品開発で
適用してきた⑴。これらは環境リスクの低減に有効であるが，
環境経営の視点からは，より広い範囲で環境に配慮する必要
があると考えている。ここでは，製品開発と生産という範囲で
環境に配慮するための評価手法とツールについて，最近の進
展を述べる。

2 評価手法とツールの概要

環境配慮のための手法とツールの概要を図1に示す。
当社は，環境効率指標 ファクターTを2004年度から本格

的に社内展開し，その評価結果を公表している⑵。ここで，製
品の環境効率とは，製品価値を製品ライフサイクルで発生する

環境影響で除した値，また，ファクターとは，環境効率の改善
比率を意味する。環境効率やファクターは，消費者に価値ある
環境調和型製品の選択を促すための有用な指標と期待されて
おり，指標の業界標準化活動も進められている。これまでの
評価対象はハードウェアを主体とする製品が中心であったが，
適用範囲を拡大した。
3R（リデュース，リユース，リサイクル）というコンセプトが提

唱されて久しいが，現在のところ，リユースは事業として採算性
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図1．環境配慮のための手法とツールの概要̶製品開発や製品ライフサイ
クルの中で，環境に配慮するための評価手法とツールを用意している。
Overview of developed methods and tools

価値ファクター　3.73ファクター　4.22（2006／ 2000） 環境影響低減ファクター　1.13
＊ProjectMeisterTMとしての値
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を実現することが困難である。その理由は，リユース製品・部
品の需給バランスを維持することが難しいからである。リユー
ス事業シミュレータ LCSimulatorTMは，リユース事業がもたら
す企業利益と環境負荷の両側面を動的にシミュレーションする
ことで，リユース事業の実現可能性を検討するツールである。
生産拠点の環境性評価には様々な方法があるが，環境省

が示している環境パフォーマンス指標ガイドライン⑶もその一
つとしてとらえることができる。このガイドラインでは，事業活
動のために投入される物質投入量を質量単位で把握すること
を推奨している。しかし，事業活動に必要なすべての物質を
質量単位で把握することは容易ではない。そこで，資材調達
金額データから物質投入量を推定する手法として，EMIOTTM
（Estimation method for Material-inputs using Input-
Output Table）を開発した。
製品ライフサイクルで発生する環境影響を定量化する

LCAや，商品企画で環境配慮するライフサイクルプランニング
（LCP）⑴は，既に多製品に適用され効果を上げている。
次章以降で，情報通信技術（ICT）にかかわるファクターTの

適用事例，LCSimulatorTM，及びEMIOTTMについて述べる。

3　ICTのファクターT

日本環境効率フォーラムで，ICTの環境効率に関する業界
標準化活動が進められている。これまでに，LCAの枠組み，
計算方法，及び価値評価の考え方などを標準化ガイドライン
として整理し，広く一般公開している。ここでは，このガイドラ
インに基づいた評価事例として，プロジェクト管理ソリューショ
ンProjectMeisterTM（以下，PJMと略記）の環境効率の評価
を紹介する⑷。
PJM導入によりプロジェクトメンバーのスケジュール一括管

理が可能となり，各タスクの進捗（ちょく）状況を把握すること
が容易になる。顧客にアンケートした結果，作業効率が約1.2
倍に向上する効果があった。また，データ共有化により紙に出
力して配布したり保管することが減るため，印刷物の量が削減
される効果も得られた。
PJM導入前後の二酸化炭素（CO2）排出量の比較結果を

図2に示す。この比較の評価範囲は，PJMのライフサイクルと
して，調達，設計，出荷，設置，立上げ作業及び運用段階を含
み，PJMの利用者である設計者600人が800件の製品設計プ
ロジェクト活動を1年間行う場合を対象としている。各段階に
おけるCO2排出量は，主にLCA支援ツールEasy-LCAを利用
して算出した。図2によれば，ライフサイクル全体で，約12 ％
のCO2削減効果があることがわかる。PJM導入により作業効
率は向上するが，新規サーバ導入により運用時の消費電力は
増加している。その一方で，紙消費量の削減効果が大きいこ
とがわかる。また，PJMの設計・開発・製造に伴うCO2排出

量も小さくない。 
PJMの価値評価を図3に示す。品質機能展開（QFD：
Quality Function Deployment）を利用して，総合的な機能評
価を行う点に特徴がある。まず，顧客へのアンケートに基づい
て，PJMが提供する機能（品質特性）を重み付けする。次に，
PJMの各機能を定量化する。ここでは，機能がある場合には
1，ない場合には0とする簡易評価を採用した。最後に，各機
能の定量値の加重和をとり，総合的な機能価値を算出する。
この結果，図3に示すとおり，PJM導入モデルの機能価値は
従来モデルに対して3.73倍となった。
環境効率は，図3に示した機能価値を，図2で示したCO2

排出量で除して算出することができる。この結果，環境効率の
改善度であるファクターは4.22となる。この環境効率の向上に
は，価値向上が大きく寄与しているが，今後は，設計・開発の
効率化などにより環境影響の低減を進めていくことが必要で
あることもわかる。
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図2．PJMのLCA結果̶ プロジェクト管理のライフサイクル全体での
CO2排出量は，PJM導入により約12 %削減している。
Result obtained by newly developed life cycle assessment (LCA) method 
compared with that of conventional model

重要度

0.5
5.5
13.8
12.5
1.1
1.1
16.6
8.3
9.7
18.0
12.9
100.0

案件情報管理
リソース管理
マスタスケジュール管理
既存プロジェクトコピー
スケジュール一括修正
他プロジェクトへのリンク
マイタスク管理
業務ナビゲーション
プロジェクト進捗一覧
課題管理
コンサルティング支援
　　　　 合　計

機能の有無

1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

従来 PJM
導入

機能価値

0.5
0.0
13.8
12.5
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
26.8

0.5
5.5
13.8
12.5
1.1
1.1
16.6
8.3
9.7
18.0
12.9
100.0

従来 PJM
導入

3.73倍

品質特性（機能）

図3．PJMの価値評価̶ QFDを用いて個々の機能の重み付けをし，機能
の有無を考慮して総合的な機能価値を算出する。
Evaluation of function values



10 東芝レビューVol.62 No.6（2007）

4　リユース事業シミュレータ LCSimulatorTM

LCAや環境効率が静的条件を仮定した評価であるのに対
して，製品の生産計画及び回収予測に基づいて循環型生産を
動的に評価するライフサイクルシミュレーション（LCS）技術が
提案されている⑸。LCSでは，生産・回収システムを含む製品
事業を対象に，環境負荷などの指標だけでなく，利益などの
財務指標も同時に評価する。特に，回収製品から部品を取り
出して新製品に組み込むようなリユース事業を構築しようとす
る場合，LCSが有用である。
LCSimulatorTMは，異なる市場セグメントに製品や部品をリ

ユースしていく事業を動的に評価するリユース事業シミュレー
タである⑸。リユース事業には，製品売切り型のビジネスモデル
よりも，レンタルやリースのように製品を回収しやすいビジネス
モデルのほうが適していると言われている。LCSimulatorTM
は，市場規模を制約条件として，製品回転期間が異なる売切
り事業とレンタル・リースサービスの二つのビジネスモデルが
混在する状態で計算することができる。これにより，売切り事
業からレンタル・リースサービスへの複雑なビジネスモデル移
行のシナリオを評価できるようになった。また，顧客要求レベ
ルの異なる市場セグメント間でリユースするためのリユースルー
ルを定義できることも特長の一つである（図4）。

5　物質投入量推定手法 EMIOTTM

事業活動への総物質投入量を集計するために，評価事業体
（当社の場合は東芝グループ連結集計関係会社）のほかから
調達されるすべての資材を把握する必要がある（図6）。出荷
される製品に含まれる直接材料だけではなく，製造時に廃棄
物となる材料，消費される副資材や設備・備品などの間接材
料も集計しなければならない。
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図4．LCSimulatorTMにおけるリユースルールの設定例̶パソコン市場
でのカスケードリユースを定義している。
Establishment of reuse rules according to simulations by LCSimulatorTM

実際にリユース事業に移行しようとする場合，様 な々不確実
性要因が存在するため，合理的な意思決定が難しい局面が出
てくる。そこで，LCSと決定木分析を組み合わせ，どのくらい
の時間をかけてどのように売切り事業をリユース事業に移行
させれば事業リスクが少ないか，分析する方法を考案した⑹。
図5は，複数の移行シナリオを決定木で表現したうえで，シナ
リオの不確実性をモンテカルロシミュレーションで分析した例
である。事業リスクを勘案したとしても，リユース事業に着手し
たほうが評価期間中の累積粗利益は大きくなると予測できる。
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図5．リユース事業のリスク分析例̶リユースを想定して12年間の累積粗
利益を分析した。
Result of risk analysis of reuse business
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図6．事業活動に伴うマテリアルフロー̶調達する素材，部品，製品など
に含まれる資源別質量を推定する。
Material flows of business activities

圧延鋼板などのように主要な素材が明らかな原材料であれ
ば，素材の種類とその質量を把握することはさほど難しくな
い。しかし当社の調達品のほとんどは，このような原材料では
なく，複数の素材で構成される部品や製品である。これらの
資材調達量は金額や個数単位で把握することができるが，質
量や資源の内訳を把握することは容易ではない。供給業者を
通じて調査するか，分解して計量する必要がある。しかし，す
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べての調達品についてデータ収集することは，多大な労力が
発生するため実際には困難である。
このような事情から，多くの企業では事業活動の入口側の

データを集計する代わりに，出口側のデータを利用している。
例えば，主要製品の質量と素材構成比に生産台数を乗じ，廃
棄物量を加えて総物質投入量とみなしている。しかしこの方
法では，次に示すような理由で過小評価となる。
⑴　集計範囲が主要製品に限られる
⑵　製品ごとに設計が異なるインデント品への適用が難しい
⑶　設備や備品が含まれない
また，廃棄物となる材料や副資材の資源別質量を把握でき

ないという問題もある。 
そこで当社は，資材調達金額データから総物質投入量を

推定するため，産業連関表を利用した物質投入量推定手法
EMIOTTMを開発した⑺（図7）。この手法で用いている産業
連関表は，総務省から発行されている統計で，国内の全産業
（約400部門）間の取引金額をまとめた表である⑻。逆行列を用
いて波及効果を計算することで，鉄や銅，プラスチックなどの
素材がどの産業を通じてどの製品の製造に使われたかを推定
できる。

資源量原単位をデータベースとして持つ集計ツールを作成して
配布した。集計ツールでは，各カンパニーの資材分類別の調達
金額データを表計算ソフトにはり付けるだけで，資源別総物
質投入量を算出することができる。総物質投入量の推定結果
は2004年度分から公表されている⑵。

6　あとがき

ここでは，当社が開発した環境調和型製品の開発・生産の
ための評価手法とツールの中から，ファクターTのICTへの
適用，リユース事業シミュレータ LCSimulatorTM，及び物質
投入量推定手法 EMIOTTMについて述べた。これらの評価手
法やツールがカバーする適用範囲は着実に広がってきた。今後
も，製品開発と生産の現場で使いやすい実用的な手法やツー
ルを開発し，環境経営に貢献していく。
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部門別 投入資源量原単位と調達金額データから，資源別の総物質投入量
を推定する。
Overview of estimation method EMIOTTM　for material inputs using input-
output table

LCAにも資源消費量に関する評価項目がある。LCAでは，
製品を製造するために投入，消費された物質量を直接，間接
を問わずすべて集計する。これに対しEMIOTTMでは，間接
波及効果分を除外し，製品を直接構成する物質量だけを集
計する点に違いがある。事業者の環境パフォーマンス指標で
は，事業活動の範囲とデータの集計範囲を一致させることを
基本としている。このため，材料や部品の物質量を推定する
EMIOTTMが必要になる。
東芝グループへの展開にあたっては，EMIOTTMによる投入


